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1．問題の所在 

 

 食育基本法（平成１７年法律第６３号）には、学校

における食育の推進がうたわれている。食育基本法に

基づいて策定された食育推進基本計画では、学校にお

ける食育の推進のため国が取り組む施策が４点記載さ

れている。指導体制の充実、子どもへの指導内容の充

実、学校給食の充実、食育を通じた健康状態の改善等

の推進である。これを受け、文部科学省は２００７年

に学校における食に関する指導を推進するための手引

「食に関する指導の手引」を作成した。この手引は食

育を推進するために、各学校が学校教育全体で組織的

かつ継続的、体系的な食に関する指導を実現するため

の「食に関する指導に係る全体計画」の作成方法を記

載している。また、２００８年３月告示の小・中学校

学習指導要領の総則において学校における食育の推進

が盛り込まれた。 

学校においては、食育基本法制定以前から食に関す

る指導が行われており、食育基本法制定後は前述のよ

うに各局面で、学校における食育を推進する方策が実

施された。しかし、学校における食育の指導体制に地

域で差が出ていることや食育の推進の成果についての

検証が十分ではない状況が指摘され、２０１３年５月

には「今後の学校における食育の在り方に関する有識

者会議」が設置された。また、２０１５年１０月に公

表された総務省の食育の推進に関する政策評価書では、

学校における食に関する指導等の状況では「食に関す

る指導に係る全体計画」について次のように報告して

いる。ほぼ全ての学校において作成はされているが、

約１割の学校では全体計画に沿った取組があまりでき

ていない状況にあり、約３割の学校がその達成状況を

評価していないことを報告している。以上のように、

学校教育全体を通じて行う食育が十分実施されていな

い現実がある。これまでの学校における食育の研究の

中心は、栄養教諭制度の創設や栄養教諭の役割、各教

科や総合的な学習の時間、学級活動等における食に関

する指導の実践や評価方法についてであった。これら

の先行研究を参考にしつつ、現実には学校教育の中に

十分に根付いていない食育について、学校における食

育を推進する見地から、学校における食育の位置付け

に着目し、学校の食育推進体制及び食に関する指導の

現状と課題に焦点を当てて考察を行うことにした。 
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3．論文概要 

 

第 1 章 学校における食育と食育基本法 

第 1 章では、学校における食育と食育基本法の関

係を検討した。その理由は、関係者間で学校における

食育を推進する意義や必要性などの認識に違いがある

ことや、学校全体で食育に取り組む際に温度差を生み

出す原因が、食育基本法の成り立ちにあるのではない

かと考えたからである。食育基本法の制定により、食



育の基本概念が定められ、食育に法的根拠が付与され

た。しかし、食育は定義が明確でないことにより、そ

の内容や目的が異なる場面がある。それは、食が関連

する範囲が広く、関係者もまた多岐にわたる背景をも

つことによるのではないかということでもある。 

そこで第１章第１節では、食育基本法制定前後の関

係省庁の食育の取組と食育基本法の関係について検討

した。食育基本法は２００４年３月に国会へ法案提出、

２００５年６月１０日第１６２回国会で成立、２００

５年７月１５日施行された議員立法による法律である。

食育基本法制定前後の関係省庁における食育の取組と

食育基本法における食育に関する基本理念について、

平成１８年版食育白書、食育の推進に関する政策評価

書、文部科学省・厚生労働省・農林水産省のホームペ

ージ等を参考に検討した。その結果、食育基本法制定

以前から関係省庁において食育として取り組まれてき

たことが、食育基本法の食育に関する基本理念として

位置付けられたことが明らかになった。森田が「食育

基本法案」に対する反響等について紹介した論文やそ

れを佐々木が引用した論文からも、食育基本法は関係

省庁の取組を法に位置付けたものであるという推測は

正しいと思われる。その中で、食育に関する基本理念

の第３条「食に関する感謝の念と理解」については食

育基本法制定後に各省庁が取組を始めたものである。

文部科学省は、学校給食法の一部改正を実施し、学校

給食を活用した食に関する指導の充実を推進する中で、

学校給食法の目標に食に関する感謝の念と理解を盛り

込んでいる。 

第２節では、食育基本法制定が学校における食育に

どのような影響を与えたか、それにより学校における

食育はどのように変遷したかを、文部科学省（文部省）

の食に関する指導と食育に関する通知や答申等から分

析した。分析の観点は、「学校教育における食に関する

指導と食育の位置付け」、「学校における食に関する指

導の内容」、「学校における食に関する指導と食育の推

進方策」の３つである。 

学校教育における食に関する指導と食育の位置付

けとしては、健康教育の一環として実施されてきた学

校における食に関する指導が、食育基本法制定の前年

の２００４年に変化を始めたことがわかった。食に関

する指導は、子どもたちが将来にわたって健康に生活

するための望ましい食習慣の形成や生きる力の基礎と

なる健康と体力を育むほか、食文化の継承、社会性の

涵養などの効果も期待できるとし、学校における食に

関する指導で育てる児童生徒の姿を心身の健康以外に

も向かう変化であった。食に関する指導を食育の中に

位置付ける視点が明確にされたのは、食育基本法制定

後に文部科学省が作成した「食に関する指導の手引」

においてである。この手引では、食に関する指導の目

標を設定した。そして、「学校における食育を推進する

こと」とは、食に関する指導の目標の達成に向け、継

続性に配慮し、意図的に学校給食を教材として活用し

つつ給食の時間をはじめとする関連教科等における食

に関する指導を体系付け、学校教育活動全体を通じて

総合的に推進することとした。これにより、健康教育

の一環として行われてきた学校における食に関する指

導は心身の成長・健康の保持増進のみならず、食育基

本法の基本理念と結びついた食に関する指導の目標の

達成を推進するための学習活動という位置付けになっ

たといえる。 

学校における食に関する指導の内容については、食

育基本法制定後、社会、理科、生活、家庭、技術・家

庭、体育、保健体育、道徳、特別活動、総合的な学習

の時間等には、食に関する指導と直接つながる学習内

容が記述されているとして、各教科等における指導の

展開において、食育の視点を示し食に関する指導を行

うことを食育としている。 

学校における食に関する指導と食育の推進方策に

ついては、食育を推進するための環境や必要な手立て

は整えられているようにみえるが現実は食育が十分に

実施されないという問題に対し、食育の推進で課題に

なっていることを整理するため、答申や通知文から食

に関する指導や食育推進の方策として繰り返し登場す

る文言をまとめた 

 

第 2 章 学校における食育の現状 

第 2章では学校における食育の推進体制と食に関す

る指導の実践の現状と課題について、Ａ県内の市町村

教育委員会に行った調査結果をもとに、学校教育活動

全体を通じた食育を推進するうえでの課題を検討した。  

第１節では食育推進体制の現状と課題について、市

町村教育委員会の食育推進組織の設置状況から検討し

た。市町村教育委員会の食育推進組織に着目したのは、

Ａ県が作成している「Ａ県学校食育推進の手引」「Ａ県

学校食育推進の手引〈実践編〉」において、市町村教育

委員会に食育推進組織を設置することが、市町村内の

全学校での食育推進につながるとの記載があったこと

による。調査結果では、市町村教育委員会の食育推進

組織について次のような意見がみられた。「各学校でや

っていることがまちまちなので、良い取組を広げるた

めにも、市町村に食育推進組織を設置して、情報を共

有したり、協議したりして学校における食育の推進を

図りたい。」「市町村全体としての方針が定まっておら

ず、学校によって指導の体制が異なり、食育の現状に

差がある。」また、調査結果から、食に関する指導の中

核となる栄養教諭の配置が十分でないことが食育の推

進のうえで課題であるとの意見も多くみられた。現在

の栄養教諭の配置基準では学校数と栄養教諭の人数の

差が大きい。このような状況下では、市町村教育委員

会から学校への支援が必要であることがわかった。次



に、校内における食育推進のリーダーである学校長の

食育についての認識について、Ａ県小中学校長の調査

結果から検討した。この調査結果及び考察では、喫緊

の教育課題のために食に関する指導が後回しになって

いる現状が明らかとなった。 

第２節では、各教科、学級活動、給食の時間等にお

いて各学年で実施されている食に関する指導と、食に

関する指導の目標に沿って示された６つの観点との関

係をみた。ここでの食に関する指導の目標及び６つの

観点は、文部科学省が作成した「食に関する指導の手

引」「食に関する手引―第一次改訂版―」によるもの

である。学級活動や給食の時間においては、食に関す

る指導の目標の観点を組み込むことが可能な状況であ

った。今後、具体的に調査を行う必要があると考える

のは、教科等の目標や内容を指導する中で、食育の視

点を位置付けた意図的な食に関する指導方法や評価方

法、その際の食に関する指導と食育の推進をどのよう

に関連づけたかなどである。 

 

おわりに 研究のまとめと今後の課題 

おわりに、学校で食育を実施する必要性を確認し、

学校における食に関する指導と食育の今後の在り方に

ついてまとめるため、「食に関する指導の手引」「食に

関する手引―第一次改訂版―」を使用し、これらの手

引に記述されている「学校における食育の推進の必要

性」について分析した。 

学校における食育の推進の必要性の記述に、「食は

人間が生きていく上での基本的な営みの一つであり、

健康な生活に送るためには健全な食生活は欠かせない

ものです。しかしながら、近年、食生活を取り巻く社

会環境の変化などに伴い、子どもに食生活の乱れや健

康に関して懸念される事項に（中略）望ましい食習慣

の形成は、国民的課題となっています。」とある。食

生活を取り巻く社会環境の変化と、その中で児童生徒

の健康課題への対応として食に関する指導が必要であ

るという記述は、「学校における食に関する指導」と

いう文言が登場した１９９７年の保健体育審議会の答

申とよく似ている。健康教育の一環として実施されて

きた食に関する指導の実践には、多くの先行研究があ

り評価も得られているが、今度は食育として同じ課題

に向き合うことになった現実がある。 

また、「食に関する問題は、言うまでもなく家庭が

中心となって担うものです。（中略）このような状況

を踏まえると、子どもに対する食育については、家庭

を中心としつつ学校においても積極的に取り組んでい

くことが重要です。」とも記述されている。この部分

は、本来家庭で行うべきことを学校で行うことにする

ようにも読めることから、食育は学校において喫緊の

教育課題ではないという意識ともつながっている可能

性があるとも考えられる。 

現在、貧困などの事情を抱える子どもたちに対して

実施されている「子ども食堂」や「フードバンク」な

どの取り組みが広がっていることなど、子どもの食生

活に課題があることは確かであり、子どもの抱える課

題に対して支援が必要な現状がある。しかし、その現

状を踏まえながら、家庭、学校、地域社会が行う子ど

もへの食育について、それぞれの役割を整理する必要

があり、その際に、検討する課題は３点あると考える。

１点目は、「食に関する問題は、言うまでもなく家庭が

中心となって担うものです。」とあるが、家庭が中心に

なって担う「食に関する問題」とは何かを明らかにす

ることである。２点目は、「家庭が中心なって担うもの」

とあるが、「担うもの」また「担ってきた」とされる家

庭の食育とは何かである。家庭が担ってきたとされる

食育には、学校教育のような意図的に教える教育だけ

でなく、子ども自身が日々の生活の中から学び取って

きた学習もあるのではないだろうか。子どもたちが無

意識に習得してきたことの中で、学校における食育と

して意図的に教育する必要があるものを明確にする必

要があると考える。３点目は、「言うまでもなく家庭が

中心」から「家庭を中心としつつ学校においても積極

的に」と、担い手の変化につながった社会の現状と学

校における食育との関係である。「核家族化の進展」「共

働きの増加」などの社会環境の変化や、食品流通の変

化等を背景とした食生活の在り様の変化は、家庭の問

題だけではないと思われる。この現状において、学校

における食育は何を担うことを求められているのか、

学校でこそ行うべき食育は何かという課題である。 

学校における食育の推進の必要性の記述の最後は、

「子どもに望ましい食習慣を身に付けさせることは、

次の世代の親への教育という視点も忘れてはなりませ

ん。」とある。子どもが望ましい食習慣を身に付けるこ

とは必要なことである。しかし、それに加えて、これ

からの学校における食育で必要なのは、食に関して必

要な知識や技術を習得した子どもたち自身が、望まし

い食習慣とは何か、より良い個人と社会をつくるため

の食生活とはどのようなものかを考え、実践できる力

を育成することではなではないだろうか。  

そこで、今後、家庭、学校、地域社会における食育

の役割と連携の在り方を踏まえ、学校における食育の

固有性と教科横断性に着目し、教育課程における食育

の系統性について検討を行いたい。 
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